Discussions on Financial and Accounting Systems by 柴 健次 & Shiba Kenji
「金融システムと会計システムに関する予備的考察
」
その他のタイトル Discussions on Financial and Accounting
Systems
著者 柴 健次
雑誌名 關西大學商學論集
巻 43
号 4
ページ 721-744
発行年 1998-10-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00019131
関西大学商学論集 第43巻第4号 (1998年10月） (721) 151 
「金融システムと会計システムに
関する予備的考察」
柴 健次
はじめに
ここ十年来，会計の領域では，金融商品の会計基準の設定が重要課題で
あった。アメリカの財務会計基準審議会 (FASB) と国際会計基準委員会
(IASC)は，この領域での基準作りでは，常に世界をリードしてきた。 1998
年6月には， FASBが財務会計基準書第133号『デリバテイプ商品とヘッジ
活動の会計』（以下， SFAS133)を， IASCが国際会計墓準公開草案第62号
『金融商品：認識と測定』（以下， E62)を，さらにわが国企業会計審議会
が公開草案『金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書』（以下，『金
融商品意見書案』）において「金融商品に係る会計基準（案）」を，それぞ
れ公表した。
金融商品に係る会計基準設定への努力はFASBが1986年より， IASCが
1989年より開始したが，いずれも金融商品の認識と測定に係る会計基準案
の合意作りが難航したことから， FASBが1993年12月に，IASCが1994年1
月に，プロジェクトの軌道修正を決定し，金融商品の開示基準作りを先行
させることとなった。その結果， 1994年から95年にかけて FASBとIASC
で開示基準を確定したのみならず， 1997年には，わが国でデリバテイプの
開示の充実が図られたし，イギリスでも会計基準審議会が公開草案第13号
『デリバテイプ及びその他の金融商品：開示』（以下， FRED13)が公表さ
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今回， FASBが金融商品の会計基準を公表し， IASCや日本が同・公開草
案を公表し，年内には確定が予定されているところから， 80年代半ばより
世界的に議論を巻き起こした金融商品の会計基準作りも， ょうやく，最終
段階を迎えたようである。
わが国では，この問題に限らず，内外環境の変化を背景にして，企業会
計審議会が1995年6月に「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」を
公表したのを皮切りに，中間連結財務諸表等の作成基準，連結キャッシュ・
フロー計算書等の作成基準，研究開発費等に係る会計基準，退職給付に係
る開示基準などをあいついで公表し，このたびの「金融商品の会計基準
（案）」の公表に至るなど，会計改革ともいえる制度改革が精力的に進めら
れている。
企業会計審議会によれば，最近の一連の会計基準等の整備は「①内外の
広範な投資者の我が国証券市場への投資参加を促進し，②投資者が自己責
任に基づきより適切な投資判断を行うことを可能にするとともに企業自身
もその実態に即したより適切な経営判断を行うことを可能にし，③連結財
務諸表を中心とした国際的にも遜色のないディスクロージャー制度を構築
しようとする基本的認識に基づくものであり， もって， 21世紀に向けての
活力と秩序ある証券市場の確立に貢献することを目的としている。」（『金融
商品意見書案』）。このように，国内証券市場の活性化のため，投資者なら
ぴに経営者に適切な判断を可能ならしめるため，国際水準のディスクロー
ジャー制度を構築するために行われる会計改革は，明らかに資本市場への
情報提供を念頭においた会計システムの構築を志向するものである。
しかしながら，日本のディスクロージャー制度を国際水準まで高めよう
というねらいに反して，まだまだ日本では開示の精神が根付いていない点
が繰り返し問題点として指摘される。戦後最悪の経済成長率が予測される
状況下で，先ごろ公表された平成10年度経済白書（副題：創造的発展への
基礎固め）においても，「今後の経営システム」との関連で「求められる会
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計制度の充実」として，つぎの 2点が指摘されている。すなわち．「バプル
崩壊による地価や株価の下落が企業の公表するバランスシートには必ずし
も反映されていないという問題」と「関係会社に対する貸付金やバランス
シートに記載されない保証債務などが，倒産した際に不良債権や債務とな
っていれば一気に顕在化するといった問題」である。これらが問題視され
るのは，「倒産した企業のバランスシートを倒産前と比較するとバランスシ
ートの毀損が大規模におきる」からである。
経済白書の指摘に代表されるように．実体経済が悪化する状況下ではバ
ランスシートに関心が集まるのである。企業自身に求められる「適切な経
営判断」も，背景となる実体経済の大きな流れの中で，その意味合いは変
わってくるのである。いま，まさに日本の会計に求められているのは．不
況の会計なのであって，好況の会計ではないということを確認しておく必
要がある。
以上要するに，国際的な金融・資本市場での技術革新を背景にした金融
商品の多様化とりわけデリバテイプ取引の発展という状況への対応のみな
らず，金融ビッグバンと軌を一にして取り組まれている一連の会計改革，
さらには，実体経済との関連からも会計制度の充実が求められるというよ
うに，日本の会計システムはその内部環境・外部環境の双方の変化を伴い
つつ変貌を迫られている。
本稿では．かかる現代的会計課題が深く関連する金融システムと会計シ
ステムが相互に干渉しあう領城に関する諸問題を整理し，金融システムな
いし会計システムに固有の問題と共通する問題を仕訳することを通じて，
会計研究上の諸課題の整理を試みたい。
1 会計システムと金融システムの多様な関係
(1)システムと要素・要素間関係およぴ環境
本稿での考察の対象は，会計システムと金融システムである。システム
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について考察するために，システムの要素，要索間の関係，要索及び要索
間の関係から規定されるシステムの構造，そしてシステムの外部環境を明
らかにする必要がある。
① システムの要索
会計システムも金融システムもともに行為システムである。会計行為や
金融行為のシステムである。そこで，行為の主体と行為の客体ないし行為
の手段を識別する必要がある。
会計行為を行う会計主体は客体である「取引」に働きかける。しかし「取
引」は会計対象の候補であるが，会計対象と同じではない。会計上の認識
規準を満たした「取引」だけが実際の会計対象になるからである。また，
認識され記録された「会計取引」はその後，報告目的に従って修正される。
このように会計主体と会計取引がシステム要索と考えられる。しかし，会
計取引は，具体的にも，抽象的にも，会計上は「勘定」そのものであるか
ら，ここでは，会計システムの要索を「会計主体」と「勘定」と考えてお
く。
金融行為を行う金融主体も客体である金融取引に働きかける。金融とは
債権債務関係の発生と消滅の行為である。このような債権債務の発生をも
たらすものを「金融商品」と呼んでいる。金融商品は債権債務契約である
から，金融は契約行為でもある。ここでは，定義によりはじめから「金融
取引」が明確である。金融主体は金融取引主体である（これに反して，概
念上，会計主体は取引主体と同じではない）。そこで，金融は取引であるこ
とをより明確に意識して，金融システムの要索を「取引主体」と「金融商
品」としておこう。
会計システムは，会計主体が勘定を手段（客体）として行う会計行為の
体系である。会計行為は記録行為であるとともに，社会的・目的的記録は
報告を前提とするので，報告行為を含む。これらを端的に会計情報生産行
為と表現してもよい。一方，金融システムは，金融取引主体が金融商品（金
融資産あるいは契約）を手段として行う金融行為の体系である。金融行為
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は原理的には債権債務関係の創出と消滅の行為であるが，具体的には金融
商品の発行，売買，消滅さらにはこれらに関連する業務を含む。
② システムの構造と要索間関係
システムは，ある一定の期間，定常的状態となる。あるいは，完全な定
常状態とならない場合でも，別の期間と比べると，あるいは外国のシステ
ムと比べると，一定の傾向を示す。これがシステムの構造である。会計シ
ステムも金融システムも構造を有する。そして，その構造を規定するのは，
システム要索である「主体」と「手段」を結びつける「要索間関係」であ
る。つまり，関係が構造を規定すると考える。
システム構造を規定する要索間関係としては，「制度」と「実務」の二つ
を想定することにする。会計システムの構造を規定する「会計制度」と「会
計実務」，金融システムの構造を規定する「金融制度」と「金融実務」であ
る。ここで，会計制度とは会計システムの構造を規定する諸制度であり，
金融制度も金融システムの構造を規定する諸制度である。すなわち，会計
制度は会計システムの言い換えではないし，金融制度は金融システムの言
い換えではない。もし，制度とシステムを同義として使うなら，ここでい
う「会計制度」は「会計規制」，「金融制度」は「金融規制」と読み替える
必要がある。
H本の会計システムの構造を規定する重要な関係の一つに商法の決算制
度，より具体的には商法の計算規定がある。同様に，証券取引法の企業内
容開示制度もまた日本の会計システムの重要な規定要因である。税法によ
る諸制度は，課税システムの重要な規定要因であるけれども，それが会計
システムの構造を規定する限りにおいて会計制度でもある。証券取引所の
上場規則や業界の自主規制といったものも，それらが会計行為の在り方に
関わる限りにおいて，会計システムを規定する制度である。 H本の金融シ
ステムについても同じように考えれば良い。
ところが，会計諸制度が会計システムを規定するとはいっても，制度が
行為のルールを網羅しているわけではない。具体的な取引の会計処理に関
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して，制度上は複数の処理の任意選択が認められているかもしれない。個々
の会計主体が特定の会計処理を選択したとしても，日本全体としてみれば，
会計処理間の選択行動に一定の傾向が出てくる。このような傾向は「制度」
ではなくて「実務」である。あるいは，特定の取引に関して会計基準がが
なくて会計処理の慣行が形成される途上にあるかもしれない。そのような
状況での会計処理は「実務」である。
③ システムの環境
再度述べれば，システムの構造は，その要素（主体と手段）と要索間関
係（制度と実務）によって規定される。しかし，時間が経過すると，その
構造は変化しうる。このような構造変化を「内部環境」としておく。マク
ロシステムからみれば，構造変化はシステムそのものの変容であり，決し
て「環境」ではない。しかし， ミクロ主体からそのシステムを見ると，時
代とともにシステムが変化してくるため，システム内部ではあるけれども
環境が変化していると考えられるのである。たとえば，会計制度の変更は
日本の会計システムの構造変化をもたらすが，それ事態は環境の変化では
ない。しかし， 日本の会計システムの中で会計行為を行う個々の主体から
見れば，会計制度の変更もまた環境変化と映るであろう。
最後に，考察対象のシステムで考慮されない一切の事項こそが「外部環
境」である。会計システムや金融システムが成立している社会経済的背景
や文化的背景に相当する。そのうち，ここでは，実物経済を外部環境の代
表と想定する。広義の経済が金融経済と実物経済からなると考えるが，そ
の一方の金融システムを考察しているので，残された実物経済すなわち狭
義の経済システムを外部環境の筆頭に置いているのである。
④ システム間の多様な関係
以上の考え方で，会計システムと金融システムを単純化して規定してみ
たのが表1である。システム論的にはこのような整理の仕方に問題がある
かもしれない。しかし，始めから，会計システムと金融システムという 2
つの異なるシステムの関係を明確に定式化することは困難である。
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にもかかわらず，われわれは， H常的かつ頻繁に，金融に関わる会計問
題を論じたり，金融問題を会計と関わらせて論じている。金融の専門家で
なくても金融に関わる会計問題を放置できないし，会計の専門家でなくて
も会計に関わる金融問題を放置できないからである。おそら<, H常的な
議論に際しては，会計システムと金融システムのシステム関係が直接に議
論されているのではなくて，会計システムの「何か」と金融システムの「何
か」が無意識のうちに関連づけられることが多いと思われる。そのような
無意識の関連付けを多少ともシステマティックに整理しようというのがこ
こでの作業である。
表 1 システムの要素・要素間関係・環境
手段 勘定 認識手段としての勘定
要素
主体 会計主体
個別会計主体
会
連結会計主体
計 制度 会計制度
国内の会計諸規制
シ 関係 国際的な会計諸規制
ス
テ 実務 会計実務 会計制度を前提とする会計実務
ム
内部 会計システム 会計システムの要素•関係の状態と変化
環境
外部環境としての経済システム等（金融システムを
外部 経済システム
除く）
要素
手段 金馳商品 取引手段としての金融商品
主体 取引主体 個別取引主体
金
国内の金紬諸規制融 制度 金融制度シ 関係 国際的な金融諸規制
ス
テ 実務 金融実務 金馳制度を前提とする金融実務
ム
内部 金融システム 金融システムの要索•関係の状態と変化
環境
外部環境としての経済システム等（会計システムを
外部 経済システム 除く）
表1の会計システムも金融システムも基本的には日本のシステムを想定
している。したがって，会計制度や金融制度に国際的な諸規制を例示して
いることに触れる必要がある。会計規制にしろ，金融規制にしろ，国際規
制そのものは実際には国内規制と連動させて取り込まれるかもしれない。
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あるいは，該当する国内規制がないときに国際的な規制や外国の規制が参
照されるかもしれない。さらに，国際規制が直接，国内での行為に影響す
るかもしれない。そのような状況を想定している。
すでに述べたように，この整理では，会計システムと会計制度は同義で
はない。同様に，金融システムと金融制度も同義ではない。ここでは， 日
本の会計システムは，その構造を規定する多数の制度を含んでいると考え
る。制度は必ずしも法律ではないが，会計や金融では法制度が多い。
最後に，システムをその環境から分離する見方からは，「内部環境」を置
くことは非論理的に見えるであろう。繰り返しになるが，システムの一要
索である主体からみればシステム構造は主体にとっての環境である。加え
て，会計システムの「要索」や「要索間関係」と金融システムの「構造」
との関係を見たり，逆に，金融システムの「要素」や「要索間関係」と会
計システムの「構造」の関係を見たりすることが可能なように，独立項目
としてある。本来は「要索」と「要索間関係」を統括する位置に「構造」
を置くべきかも知れないが，後の作表の関係でそうしなかったのである。
以上要するに，会計システムは会計主体が勘定を手段に行う記録行為（報
告行為まで広げで情報生産行為）の体系である。その会計システムは，会
計制度と会計実務に規定された一定の構造を持ち，時間がたっと構造変化
を伴う。一方，金融システムは金融取引主体が金融商品を手段に行う債権
債務行為（広義には関連業務まで含む）の体系である。その金融システム
も，金融制度と金融実務に規定された一定の構造を持ち，時間がたっと構
造変化を伴う。日本の会計システムも金融システムも，いずれも，構造変
化を伴う変革の最中であるため， とくにシステムの構造変化を内部環境と
捉えることとした。
(2) システム関係の整理
会計と金融に関わる課題の整理に必要な第二段階の作業は，すでに説明
した会計システムと金融システムにおける，要素と要索，要索と関係，要
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素と構造（内部環境），関係と関係，関係と構造，構造と構造，さらには外
部環境との関係を整理することである。これらの諸関係を図式化したもの
が表2である。
表2 システム関係の整理
金融システム
環境 関係 要素
システムの諸関連 外部 内部 実務 制度 主体
手段
（客体）
経済 システム 金融 金融 取引 金紬
システム 構造 実務 制度 主体 商品
All A7 A4 A2 Al 
”u鋤iiJlC 宝lこ1論・ ~会えら、手段 勘定 経済シス 金融シス 金融実務 金融制度 金融取引（客体） テムと勘 テムと勘 と勘定 と勘定 主体と勘
要索
疋← r 疋 .. 疋
A12 A8 A5 A3 
，金＞計主鵬の口停葦口疇、合｀》
Bl 
主体
会計 経済シス 金融シス 金融実務 金融制度 会計主体
主体 テムと会 テムと会 と会計主 と会計主 と金軸商
計主体 計主体 体 体 品
ム工 A13 A9 A6 : ~ ~ ~ C3 ~• ~ B3 B2 
計 制度
会計 経済シス 金馳シス 金融実務
計金制の諭度統と論会合
会計制度 会計制度
制度 テムと会 テムと会 と会計制 と金融取 と金融商
シ 計制度 計制度 度 引主体 品
関係
A14 AIO 
白
B6 B5 B4 ス
テ 実務
会計 経済シス 金馳シス 会計実務 会計実務 会計実務
実務 テムと会 テムと会 と金融制 と金融取 と金融商
ム 計実務 計実務 度 引主体 品
A15 金`融se5と会} B10 B9 B8 B7 シス 経済シス 会計シス 会計シス 会計シス 会計シス
内部 テム テムと会 計の統合 テムと金 テムと金 テムと金 テムと金
構造 計システ シzス論テム 融実務 融制度 融取引主 紬商品
ム 体
環境
B14 D1 B15 B13 B12 B11 
経済
金計すに鵬る共経・通済会
経済シス 経済シス 経済シス 経済シス 経済シス
外部 シス テムと金 テムと金 テムと金 テムと金 テムと金
テム 馳システ 紬実務 馳制度 紬取引主 融商品
環壊分析 ム 体
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表2は36のセルに分割されている。そして， 4つの異なる問題領域を示
している。 A群15セルは会計問題領域である。ここは，金融システムの要
索や関係や環境の変化に対応する会計問題の領域である。 B群15のセルは
金融問題領域である。ここは，会計システムの要素や関係や環境の変化に
対応する金融問題の領域である。対角線上の C群5セルは 2つのシステム
が交差する新しいシステムの領域である。このシステムをどのように定義
するかは理論的検討を要する。最後のDは，会計システムと金融システム
に共通する外部環境である。実はこのDのセルは課題を書ききれないほど
に複雑にちがいないが，われわれの整理では非常に単純化している。すな
わち，外部環境は経済システムを指すとみなしており，その環境変化の特
徴をグローバリゼーションと環境重視に限定している。
(3) 金融システムに関わる会計課題
冒頭述べたとおり，ここ十年米の最大の会計課題は金融商品会計基準の
設定であった。ところが，金融商品の開示の充実は比較的容易に実施され
たにもかかわらず，これらの会計処理に関してなかなか合意がえられなか
ったこと，さらには基準設定が遅れている間にも金融商品はますます多様
化を遂げたことなどから，金融そのものに対する会計学上の関心が醸成さ
れてきた。とくに，わが国では，バブル崩壊後の不況の長期化，不良債権
問題の長期化，金融機関の経営破綻など，金融システム問題が最大の課題
となってきたことから，会計上の関心も多くは金融問題に向けられるよう
になってきたのである。そのような最近の関心から，項目ごとに課題を例
示したものが表3である。
「金融システムと会計システムに関する予備的考察」（柴） (731) 161 
表 3 具体的課題 (1)
A 金融システムに関わる会計課題
ミクロ的には，新たな金紬取引主体（新金臨
Al 金融取引主体と勘定 商の検品を伴う可能性もある）が必要とする勘定討。マクロ的には資金循環の会計的分析
が必要。
金融規制が具体的に勘定の分離を要求する規
A2 金融制度と勘定 制となることがある。新たな会計主体をもた
らす場合もあるので同時に検討が必要。
金融 金融規制が具体的に新たな会計主体を要求す
要索 A3 金融制度と会計主体 る規制となることがある。金融システム安定
等の 化のために設置される特殊な機構の会計問題
変化
を解明することが重要。
金融機関と事業会社の勘定の異質性と同質の 性，規制業種固有の勘定の必要性についての
会計 A4 金紬実務と勘定 検討。また，資産金融の進展が必要とする勘
問題 定の検討も必要。とくにリスク負担主体と勘
定の関係の明確化が必要。
企業金融の動向，メインパンクの動向，株式
A5 金融実務と会計主体 相互持合の解消等が，会計主体別にいかなる
問題を生じているかの解明。
企業金融の動向，メインパンクの動向，株式
A6 金融実務と会計制度 相互持合の解消等が，会計制度にいかなる問
題を生ずるかの解明。
金融システムの構造変化が勘定認識（会計処
A7 金融システムと勘定 理）にいかなる変化をもたらすかの解明。と
金融 くに市場型金融へのシフトが求められる場合
シス
の時価評価の意義の検討が必要。
テム A8 金融システムと会計主体 金馳システムの構造変化が会計主体別にいかなる変化をもたらすかの解明。
変化
金融システムの構造変化が会計制度の変更をの もたらすにいたる経緯の解明。逆に，会計制
会計 A9 金融システムと会計制度 度が金馳システムの構造変化（例：市場化）
問題 の進展を支えうるかの検討。
金融システムの構造変化が，会計制度の変更
AlO 金融システムと会計実務 をもたらす以前に，会計実務に及ぽす影響の
解明。
All 経済システムと勘定 会計システムに関わる社会・経済的背景とい
Al2 経済システムと会計主体 われて最もよく議論される領域。それら外部
経済
A13 経済システムと会計制度
環境の変化が，勘定，会計主体，会計制度，
シス 会計実務のそれぞれにつきいかなる影響を及
テム Al4 経済システムと会計実務 ぼしたのかの歴史的経緯が中心となる。
変化 経済システムと会計システムの相互作用に関
の する分析。特に，経済のグローバル化や環境重視が国内会計システムに及ぽす影響の分
会計 Al5 経済システムと会計シス 析。とりわけ．パフルの形成と崩壊が会計シ
問題 テム ステムに及ぼした影饗の検討が重要。さらに．
長期的には，過去の経済のパフォーマンスか
ら．経済と原価評価の関係を検証することが
必要。
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(4) 会計システムに関わる金融課題
会計の規制当局以外にも広く会計に関心がもたれるようになった。それ
表4 具体的課題 (2)
B 会計システムに関わる金融課題
金融再編のためのM&Aや．連結情会報計重視の
開示制度への移行に伴って，連結 主体が
Bl 会計主体と金紬商品 重要になるが．それが集団の金蘊商品（金融
取引）にいかなる影響を及ぽすかの検討が必
要。
金馳商品やヘッジ活動に関する会計基準が設
B2 会計制度と金融商品 定されようとしている。かかる新制度影響の導を入
が金馳商の検品討（金臨取引）にいかなる 及
ぽすか が必要。
会計 金馳商品やヘッジ活動に関する会計基準が設
要素 B3 会計制度と金融取引主体 定されようとしている。かかる新制度の導入
等の が金馳取引主体にいかなる影響を及ぽすかの
変化
検討が必要。
の 会計実務が金融商品（金顧取引）に及ぼす影
金融 B4 会計実務と金融商品
響を検討する。とりわけ不良債権問題に象徴
されるように適切な会計と開示がなされてい
問題 るがが重要な課題となる。
金馳取引主体別にみた会計実務がその主体の
B5 会計実務と金融取引主体 金馳行動にどのような影響を及ぽしているか
の検討が必要。
B6 会計実務と金馳制度 会計実務と金馳制度の間に不整合がないか金顧規制の観点からの検討が必要。
会計 B7 会計システムと金馳商品 会計システムの構造変化が金蘊商品（金蘊取
シス
引）にいかなる変化をもたらすかの解明。
テム B8 会計システムと金紬取引 会計システムの構造変化が金幽取引主体別に
変化
主体 いかなる変化をもたらすかの解明。
会計システムの構造変化が．金融制度の変更の B9 会計システムと金羅制度 をもたらすにいたる経緯の解明。
金融
会計システムの構造変化が，金融制度の変更
問題 B10 会計システムと金融実務 をもたらす以前に．金融実務に及ぽす影響の
解明。
B11 経済システムと金紬商品 金融システムに関わる社会・経済的背景とい
経済
経済システムと金紬取引 われて最もよく議論される領域。それら外部
シス B12 主体 環境の変化が，金融商品，取引主体，金融制
テム B13 経済システムと金融制度 度，金融実務のそれぞれにつきいかなる影響
変化
の B14 経済システムと金蘊実務
を及ぽしたのかの歴史的経緯が中心となる。
金融 経済システムと金融システムの相互作用に関
問題 B15 
経済システムと金紬シス する分析。特に実体経済と金蘊経済，国際経
テム 済と国内金馳の関係などを中心にした経済の
金馳に及ぽす影響の解明。
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は，金融システムの安定化という問題を考える際に会計規制を無視できな
くなってきたからである。会計システムに関わる金融課題を整理したもの
が表4である。
(5) 統合金融情報システムの理論的課題
会計システムと金融システムが完全に融合した第 3システムが簡単に生
まれるとは考えにくい。しかし，可能性はある。会計の重要な機能に情報
機能がある。金融もまた見方を変えると，情報機能を有している。そこで。
これらが一つのシステムとして融合するとすれば，統合金融情報システム
となりうる。
いまでも，マクロ会計は存在する。そこでは，金融取引会計も存在する。
ただし，それらは経済・金融政策上に必要な統計として作成されているの
であって，統合金融情報システムの構築を志向するするものではない。た
だし，電子取引や決済自動化が進展すれば，金融と会計は接近してくるこ
とが予想される。いまでも概念的には債権債務ネットワークが存在してい
る。そのネットワークを統合金融情報システムと構想するか否か，理論化
する必要性はどこにあるかということが今後広く語られることになろう。
もう一つの考え方は，会計システムと金融システムから，要索同士の関
係，要索間関係同士の関係．構造同士の関係を考える分析システムを構築
することである。それは会計学か金融論かはいまのところ分からない。表
5は，この方法による統合システムを念頭において理論課題を整理したもの
である。
最後に表5のDは，会計システム，金融システムおよび何らかの統合シ
ステムに共通する外部環境を示している。このDに外部環境に属する諸シ
ステムが抱える課題を書きこむことはできないし，ここでの目的でもない。
要は，当面の考察対象であるシステムにとっての外部環境はシステムの構
造変化に大きな影響を及ぽす可能性が大きいので．その観点から歴史的な
潮流を押さえておく必要があるということである。
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表 5 具体的課題 (3)
C 金融システムと会計システムから構想される統合システムに関わる理論問題
Cl 金融・会計の統合勘定論
金融商品の統合勘定システム（マクロ金融
会計）の検討。例：日銀金融取引表。
金融主体と会計主体の不一致問題の解明。
C2 金融・会計の統合主体論
仕組み金融などの金融新手法で生ずる「取
引主体と会計主体の分離」を統合できる主
体論の検討。
金融制度と会計制度の統合規制の是非。具
C3 金融・会計の統合制度論
体的には，金融規制の緩和と会計（開示）
規制の強化の制度作りに整合性があるか否
かを検討する統合的規制の検討。
金融実務と会計実務の統合分析の実施。具
C4 金融・会計の統合実務論 体的には，金融の情報化と会計の情報化が
相互に交差する領域の実務の解明。
金融システムと会計システムの関係の定式
C5 金融・会計の統合システム論 化。金融・会計の統合された情報システム
の可能性に関する検討
D 金融システムと会計システムに共通する外部環境
金融と会計にとっての外部環境である経済
金融・会計に共通する経済環境分
環境など一切の外部環境変化の分析。具体
D 1 
析
的には，経済のグローバル化や環境重視が
金融システムや会計システムに及ぽす影響
の分析。
2 金融商品を巡る会計課題の整理
(1) 課題のマトリックス
前節での整理を踏まえて，本節では議論の対象を，金融商品を巡る会計
課題にしぽる。課題の整理にあたっては，表2のマトリックスの形式を踏
襲している。ただし，セルはすべて会計課題で埋めている。また，会計シ
ステムの要索間関係の「制度」を「制度会計」に，「実務」を「経営会計」
と置き換えている。経営会計とは，企業経営に役立つ実務会計というほど
の意味であり，管理会計と同義ではない。制度会計と経営会計は相互に干
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渉しあうという意味も込めている。そこで，金融尚品を巡る会計課題をま
とめたものが表 6である。
表 6 金融商品を巡る会計課題
金融システム
システムの諸関連
環境 関係 要索
外部 内部 実務 制度 主体 手段
国際化 安定化 市場化 金融改革 取引主体 金融商品
多様な外 金融リス 時価情報 信託勘定 BS計上
手段I勘定1貨建勘定 クヘッジ から時価 など特殊不＾ 良、七債m 権.;～ される金
の換算法 の勘定へ 評価への 勘定情報
要索
の再考 の反映 シフト の充実
国際連結 政府と特 開示主義
会計 殊機構の に立つ情 1金融再編
主体I主体集団の親 会計責任 報提供の で流動的
会社 の明確化 推進
＾ 本 国際会計 金融安定 時価評価 金グ支計蘊パ、｀え-改`●ビンる？〉‘-、` 草〉会ぷ．デ”`:~”  ’s ＇ ~ 池結情報 金融商品制度 制度基準の国 化策の会 重視の意 中心の開 会計基準計 会計内化への 計的意義 示制度へ の設定
手順 と有効性
義と問題
シ の移行
関係
ス グローバ 安定化を 競争戦略連結経営ヘッジ活
テ 実務 経営ル経営と めざす経 と整合的 と整合的動と整合
会計整合的な 営と整合
ム 会計 的な会計
な会計 な会計 的な会計
国際的比 いわゆる 国内市場 BIS規 巨額損失
内部I調和 較可能性 米英市場 の国際化 制と整合 事件の発
化 のための 型会計と に役立つ 的な会計 生と会計
環境
会計調和 の調和化 会計調和 調和化 調和化
国際経済 世界標準 実体経済
外部I国際 に貢献す 化のリー の安定化 H本売り 金融商品
る国内金 ダーを巡
・市場の
化 に必要な の脅威 競争激化
融安定化 る競争 金融改革
表 6に示す課題をいくつかのグループにまとめた上で簡潔に説明してお
'---ヽ 7ヽ。
① 外部環境（経済システム）と金融システム
外部環境として「グローバル経済下での競争激化」を挙げておいた。金
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融経済においても「金融商品・市場の競争激化」にさらされる。競争力の
弱い日本の銀行の株式が売られたり，格付けが引き下げられることに代表
されるように，市場での「H本売りの脅威」への対応が迫られている。政
府は「実体経済の安定化に必要な金融改革」を推し進めているが，これは
同時に「国際経済に貢献する国内金融安定化」として期待されている。技
術の分野では優位性を維持する日本が金融等のサービス分野で「世界標準
化のリーダーを巡る競争」に勝ち残れるか否かは，ーに金融の再生にかか
っている。
② 外部環境（経済システム）と会計システム
経済のグローバル化の進行に対応して，会計システムは「国際比較可能
性のための会計調和」をめざす方向でその構造が変化しつつある。企業に
おいては様々な形での「グローバル経営と整合的な会計」が模索されてき
たことであろう。個別企業の会計実践から制度への要求が生まれ，それを
受けて制度会計においても「国際会計基準の国内化への手順」が決められ
るのが理想であろう。おそらくグローバル経営の経験からの要求を踏まえ
たであろう「連結情報中心の開示制度への移行」が実現した以上は，個別
企業においても「国際連結集団の親会社」の意義を再認識し，より現実味
を帯ぴた「連結経営と整合的な会計」が実践されることになろう。このよ
うな経験の中から早晩「多様な外貨建勘定の換算法の再考」が迫られるこ
とになろう。
③ 金融システムの構造変化と会計システムの構造変化
かかる外部環境の変化は，金融システムの安定化志向と会計システムの
調相化志向を確実にしてきた。経済のグローバル化は金融のグローバル化
をもたらした。ここ四半世紀の間だけでも，何度となく金融システムの危
機が生じた。そこで，「国際金融安定化のための会計調相」という課題が意
味を有するようになった。証券監督者国際機構 (IOSCO)が規制の国際化
の一環として IASCに国際会計基準の見直しを求めたのもグローバリゼ
ーションという環境変化の中で位置付けられる。
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さらには，金融商品とりわけデリバテイプに係る「巨額損失事件の発生
と会計調和化」，銀行の健全性を求める「BIS規制と整合的な会計調和
化」，市場の空洞化への懸念から採られる「国内市場の国際化に役立つ会計
調和」化といった具体的な会計課題が生じてくる。このような会計調和化
は，それが「いわゆる米英市場型会計との調和化」といった実質を有する
ことから． 日本の会計システムの変更に対する抵抗を生むこともあるが，
企業会計審議会は各種要因を比較考量した上で調和化を前進させようとし
ているようである。
ひるがえって．国内問題としての金融システムの安定化に目を移すと．
次々と打ち出される「金融安定化策の会計的意義と有効性」という課題や．
安定化策の運用面で重要な役割を果たすと期待される「政府と特殊機構の
会計責任の明確化」という課題が会計学者につきつけられているのが分か
る。一方，急成長をとげる一部の企業を除いては，金融機関のみならず．
事業会社においても「安定化をめざす経営と整合的な会計」が意識されて
いるであろうし，金融商品との関連では，その会計処理に関して「金融リ
スクヘッジの勘定への反映」の方法が具体的に検討される必要もある。こ
こでは．「時価情報から時価評価へのシフト」に伴う会計課題が十分に解明
される必要がある。
④ 金融システムと制度会計
ここでの最大の課題は「金融商品会計基準の設定」であったが，企業会
計審議会が『金融商品意見書案』を公表したところである。これはすでに
決定された「連結情報中心の開示制度への移行」とともに「金融ビッグパ
ンを支える会計改革」の一環をなすのもである。新しい連結会計において
は，支配獲得時における資本連結手続きにおいて．子会社の資産および負
債を公正な評価額（時価）で評価することになるし，「金融商品に係る会計
基準（案）」においても，金融資産の時価評価が求められることになるなど
「時価情報から時価評価へのシフト」が徐々に進行している。そこで，制
度における「時価評価重視の意義と問題」について実証される必要があろ
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⑤ 金融システムと経営会計
これまで指摘したような変化を考慮すると，企業経営との関連で，「グロ
ーバル経営と整合的な会計」，「安定化をめざす経営と整合的な会計」のみ
ならず，「競争戦略と整合的な会計」，「連結経営と整合的な会計」，「ヘッジ
活動と整合的な会計」及び「時価型経営と整合的な会計」の実践が要請さ
れているように思える。グローバル志向，安定化志向，競争志向，連結重
視， リスクヘッジ，市場志向（時価型）といったキーワードで象徴される
変化が経営の実践の場でどのように具体化されるかはいまのところ分から
ない。しかし，そもそも，会計が経営に役立っためには，かかる志向性を
有する企業経営と整合的な実務会計（経営会計）が醸成される必要がある
といえる。
⑥ 金融商品にかかる具体的課題
ここ十年来「貸借対照表に計上される金融商品の検討」が行われてきた。
金融商品が複雑になるにつれて，「金融商品の関与者の役割の明確化」や「金
融リスクの負担主体の明確化」が会計処理上も重要になってきた。また，
金融商品に係る「時価情報から時価評価へのシフト」と「金融リスクヘッ
ジの勘定への反映」という課題が，何らかの方式で解決を図られ会計基準
として設定されたときに，ヘッジ活動と会計処理が整合的かどうかという
問題を実際に調査する必要が出てきた。また，金融商品の会計処理を充実
させるのであれば，通貨関連デリバティブなど「多様化する外貨勘定の換
算法の再考」も課題となる。
金融商品の情報開示については，すでに制度は整備されてきている。し
かし，なお実践面で課題がある。一般的に言えば，どの会計主体も「開示
主義に立つ情報提供の推進」が必要であり，「不良債権の適切な情報開示」
や「信託勘定など特殊勘定情報の充実」にとどまらず，これまでの破綻銀
行処理やこれからの金融安定化で重要な役割を果たす「政府や特殊機構の
会計責任の明確化」が必要である。
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以上要するに，金融商品を巡る会計課題は，単に会計処理上の問題に限
定するのではなくて，金融システムの構造変化と外部環境の変化から求め
られる方向での会計システムの構造変化とともに解明される必要がある。
本節であえて経営会計を持ち出したのは，企業経営にとっての会計の意義
を考えるという視点を加味したかったからである。
(2) 金融商品会計基準の設定を直前にして
金融商品会計の制度化を目前にし，まず実務を検討する必要があるだろ
うということで，企業会計審議会から『金融商品意見書案』が公表される
以前の1995年9月にアンケートによる実態調査を行った。その調査の概要
は『会計基準国際化対応動向調査報告』（代表松尾幸正，本誌第43巻第1号，
1998年4月）にとりまとめられている。
筆者は同調査で「金融取引等の会計処理について」を担当し，すでに上
記『調査報告』で概略を説明している。ここでは『調査報告』との重複を
避け，特に金融資産の評価と通貨関連デリバテイプの会計処理など主要課
題について，『金融商品意見書案』にも触れながら検討を加える。
① 金融資産の評価について
われわれの調査から，金融資産の評価について，つぎの点が明確になっ
た。
a)「金融商品の時価評価が多くなればなるほど取引実態が財務諸表に的
確に反映される」と回答した会社については「金融商品の種類別・
目的別評価が取引実態を財務諸表に的確に反映する」と回答する傾
向にある。
b)資産規模が大きくなればなるほど金融商品の混合評価を支持する傾
向にある。
すべての金融資産（デリバテイプを含む）が貸借対照表に計上され，か
っ，時価評価されるならば，基本的に，ヘッジ会計の導入は不要となる。
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「基本的に」とは，「企業における現実のヘッジ活動がこの方法によって財
務諸表に適切に反映されるならば」ということである。したがって，現行
会計基準においてヘッジ活動と会計処理の間に整合性がない可能性がある
ために，金融商品の時価評価を支持する回答が支配的になるものと推測さ
れる。
他方，金融商品の種類も保有目的も多様であり，すべてに時価評価を強
制することは困難な場合もあるという事実を踏まえれば，金融商品の種類
別・目的別評価を支持する回答が支配的になることもうなずける。しかし
ながら，原価評価を行うことはリスクが存在しないということを意味しな
いし，原価評価された金融商品がヘッジ対象となっていることは十分に考
えられる。そうすると，どのような混合評価体系が前提となるにしても，
実際のヘッジ活動がそのまま財務諸表に反映される保証はなくなるので，
ヘッジ会計の導入が必要となると考えられる。
われわれの調査の結論は，貸借対照表への計上範囲の変更を含めて金融
資産の時価評価の導入は支持される一方で，すべての金融資産の時価評価
については支持されない，ということを意味する。したがって，現行制度
とは異なるとはいえ，種類別・目的別に異なる評価体系の制度化が会計実
務に受け入れられ易いということをも意味する。
『金融商品意見書案』は，デリバテイプの貸借対照表能力を認め，種類
別・目的別混合評価体系を提示しているので，実務に受け入れられ易い基
準案とはなっているが，その体系そのものが複雑であることと，新たに導
入される時価評価や評価差額の処理及びヘッジ会計については，さまざま
な意見が寄せられると思われるので，基準確定後の評価体系をここで予想
することはできない。
また，「資産規模が大きくなればなるほど金融商品の混合評価を支持する
傾向にある」という結果を受けて，「資産規模の小さな会社は時価評価を支
持する傾向にある」という反対解釈を行ってはいけない。デリバテイプに
関するいくつかの調査（ニッセイ基礎研究所・企業財務制度研究会： 1996,
「金紬システムと会計システムに関する予備的考察」（柴） (741) 171 
日本債券信用銀行： 1997,Axel Vietze : 1997)などからも推測されるとこ
ろであるが，資産規模が小さい会社は利用する金融商品の種類も少ないし，
特に日本企業の場合には利用するデリバテイプの種類が特定され，かつ，
ヘッジ目的にのみ利用されることが多いので，混合評価と時価評価の選択
の重要性が低い可能性があり， したがって，それが回答に反映されている
と解釈されるのである。
② 通貨関連デリバテイプの会計処理について
われわれの調査からは，為替リスク管理と会計処理について，つぎの点
が明確になった。
a)「通貨関連デリバテイプの一部が外貨建取引等会計処理基準に準拠し
て貸借対照表に反映される一方で，その他の通貨関連デリバテイプ
はオフパランスのままであるという現行会計基準が，為替リスク管
理と整合的かどうか」については，整合的だとする回答と整合的で
ないとする回答が同程度であり明確な傾向が読み取れなかった。
b)会社の資産規模と回答に有意な関連性は見出せなかった。
以上のように，統計的に有意な関係が見出せないというのが結論である。
質問の仕方にも工夫が足りなかったのかもしれないが，上記の結論はそれ
なりに検討に値する。
デリバティブを貸借対照表に計上することを強制する会計基準が設定さ
れれば，通貨関連デリバテイプは，新設の金融商品会計基準と現行の外貨
建取引等会計処理基準の双方に関わるので，為替リスクのヘッジを反映す
る会計処理はいずれの基準によるのかという問題が生じてくる。『金融商品
意見書案』は，通貨関連デリバテイプが外貨建債権債務等のヘッジ手段と
して利用される場合にはヘッジ会計の対象となるとする一方で，現行の外
貨建取引等会計処理基準に従った会計処理も認めることとしている。
先に言及した諸調査からも推測されるように，金融機関を除く事業会社
にとっては，契約済みの外貨建取引に係る為替リスクの回避が最大の課題
であり．そのため利用するデリバテイプが先物為替予約に集中するのであ
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れば，現行制度において外貨換算の問題として処理されている以上に新た
なヘッジ会計の必要性は生じないとも考えられる。
しかしながら，多種類の通貨関連デリバティブを同時に利用したり，ヘ
ッジ目的以外の目的でデリバテイプを利用する企業については，これを金
融商品の会計問題として処理する方が適当であるとも考えられる。この場
合には，外貨建取引等会計処理基準を見直す契機となる。
いずれにしろ，これまでは通貨関連デリバテイプを利用したヘッジ活動
はその一部が換算の手続きで処理されていたのに対して，これからは従来
どおりの方法によるかヘッジ会計を適用するかの選択が可能となる。
すでに示したように，現行制度では整合性に関する回答がばらついてい
た。現行制度が為替リスク管理と整合的であると回答した会社は，外貨換
算の会計処理で対応できる範囲でしか通貨関連デリバティプを利用してい
なかったのか，あるいは，制度を前提として為替リスク管理体制を組む会
社なのかが不明確である。反対に，整合的でないと回答した会社は，独自
の為替リスク管理を構築しているにもかかわらずそれが現行会計制度と整
合的でないのか， リスク管理体制の問題ではなくてトレーディング等の結
果が反映されないことに問題があるとしていたのかが不明である。われわ
れの調査では，これらの疑問を解明できるように設計されていなかった。
多くの企業で為替リスク管理体制が十分に整備されていなかったとすれ
ば，『金融商品意見書案』は企業行動に大きな影響を及ぼすと考えられる。
外貨建債権債務と対応する範囲でしかデリバテイプを利用していない企業
とその範囲を超えて幅広くデリバティプ取引を行う企業があるとして，こ
の2種類の企業が外貨換算による会計処理を選択するか否か，ヘッジ会計
だけを利用するか，両者を併用するかは特定できない。どの方式を採用す
るにしろ，それが為替リスク管理の拠り所となる可能性があるので，為替
リスク管理と会計処理の関係を考えるきっかけとなる。
③ 「その他有価証券」について
「金融商品意見書案』では「その他有価証券」の概念を導入した。これ
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は形式的には「その他」の有価証券であるが，実質的には注目すべき内容
を含んでいる。
「その他有価証券」とは「子会社株式や関連会社株式といった明確な性
格を有する株式以外の有価証券であって，売却目的，運用目的又は満期保
有目的といった保有目的が明確に認められない有価証券」である。そして，
その他有価証券は「業務上の関係を有する企業の株式等から市場動向によ
っては売却を想定している有価証券まで多様な性格を有しており，一義的
にその属性を定めることは困難と考えられる」のである。文字通りには，
このような有価証券は定義が明確な有価証券を除く「その他」の有価証券
である。このような定義に問題があるのではない。
「その他有価証券」が重要な有価証券の範疇である理由は以下のとおり
である。第一に，その他有価証券は「時価をもって貸借対照表とするが，
原則としてその評価差額を損益計算書に計上することが適切でない有価証
券」とされ，その評価差額は「資本の部において区分掲記を要する剰余金」
として扱われるのである。このような会計処理方法は従来の方法とは大き
く異なることから，その適用時期にも特段の配慮が予定されている。
第二に，すべての有価証券から定義の明確な有価証券を消去して残るの
は「相互持合株式」とそれを除く「その他」の有価証券になると考えられ
る。『金融商品意見書案』では「相互持合株式」に触れてはいないが，「業
務上の関係を有する企業の株式等から市場動向によっては売却を想定して
いる有価証券まで多様な性格を有している」範疇の中に「相互持合株式」
が含まれると考えられるからである。
第三に，「その他有価証券」が重要性のない項目であれば，その評価及ぴ
評価差額の処理についてはこの項目以外のいずれかの処理と同様であって
もその影響は大きくないはずである。ところがそのような判断はなされて
いないようである。
つまり，名称は「その他有価証券」ではあっても，その特例的扱いから
みて，その実質は「主たる有価証券」ともなりうる「『日本的』有価証券」
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なのである。「その他有価証券」に係る会計処理案がそのまま確定するかど
うかは今の段階では不明であるが，相互持合株式の会計処理を真正面から
課題として取上げることが日本の会計システムを検討する上で重要である
といえる。
結ぴにかえて
本稿は具体的課題の論証を目的としていない。前段では，金融システム
と会計システムの双方に関わる研究課題を整理する形式を採用しながら，
システム思考の未成熟なモデルを提示した。それを受け，後段では，金融
商品を巡る会計問題にしぽって現下の主要課題を提示した。本稿での議論
は未熟なものも多い。今後は，会計実務の実態把握と列挙した課題の関連
付けを行う作業が残されている。
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